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（ノート）
日本都市センターにおける英国の地方自治制度と

その運用についての調査研究
―中央政府と地方政府の関係を中心に―
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Note: Research for the Central-Local Government relationship and 
consultation

First, this note explains the aim and the schedule of this research. We met the stuffs of DCLG, LGA, 
SOLACE, Southend-on-sea Borough Council, and  Manchester City Council last December, and 
surveyed their action and attitude about consultation between Central-Local Government. We find 
many differences between England and Japan, and these differences tell us useful hints.

1· このノートで紹介する今年度の調査は、現地におけるヒアリング等を中心としたものであり、筆者の語学力に起因する誤
解が多々あることが危惧されるとともに、本来文献や他の情報源による確認等を行うべきところを怠っている点も多くある
のであるが、来年度以降の調査研究を深める材料になればとあえて言及した。拙稿にお目を留めた方には、今後の当センター
の研究の充実のため誤り等お気づきの点をご指摘いただけると大変ありがたい。

はじめに

このノートは当センターが今年度から概ね

3 か年かけて行うイングランド（以下「英国」

という。）における国と地方との関係を中心

とした地方行財政制度とその運用について調

査を行う目的（第 1 章）及び研究計画（第 2 章）

を示すとともに、昨年 12 月に行った調査の

概要（第 3 章）を紹介するものである 1。

1 目的等

日本では 2011 年に国と地方の協議の場が

法律により設置され、国と地方六団体によっ

て、社会保障・税の一体改革や子ども手当な

どについて議論された。

英国では国と地方との間で高い緊張関係を

有し、法制度による枠組みはないが事実上国

と地方との協議を積み重ねてきているととも

に、二大政党による政権交代を繰り返してい

ることから、日本における今後の国と地方と

の協議の進め方を考えるうえで参考になる

ところが多々あると考えた。特に事実上の

協議において、どのような時期に、どのよ

うなレベルで、具体に誰が関わっているの

か、実際に物事が決まっていくのはどのよう

な場面かということは、法制度に基づく協議

を行っている日本においても実務上参考に

なるであろう。また、英国のように地方議

会議員（Councilor。以下「地方議員」とい

う。）まで政党所属がかなり徹底していると

ころでは、異なる政党の地盤である地方自治

体間では意見調整が難しいのではないかと考

えられる。そのうえ、自治体協議会（Local·

Government·Association、 以 下「LGA」 と

いう。）には、団体の規模の大小のみならず

日本でいう、府県や市町村に当たる団体が一

緒に加入しており、このような中で合意形成

をどのように図っているかという点は日本に

おける六団体間の調整を考えるうえでも参考
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2· 例えば山下茂（『体系比較地方自治』ぎょうせい、2010 年、105 頁）は、「かつて我国では、格別に根拠を示さずに、UK を『地
方自治の母国』として仰ぎ見る論者が多かった。」「サッチャー政権が誕生し、その地方行財政制度の改革動向が順次伝えら
れるようになって、通説的な認識がおかしかったという考え方がようやく常識となった。」「かつての我国にあったステレオ
タイプ的な見方を脱却し、現実に即した観察と分析が必要である。」と指摘している。
3· 自治体国際化協会では「コミュニティ・地方自治省」と訳しているが（「英国の地方自治（概要版）-2011 年改訂版」）、日
本における総務省との任務・機能・役割の違いを考えると、旧自治省のイメージと重なることがないよう、本号の内貴論文
で用いている「コミュニティ・地方省」という訳を使用した。
4· 稲継裕昭・池田高志「英国地方自治体職員の専門性と人事行政―職務評価制度（Job·Evaluation·Scheme）と人材育成の観
点から―（上）」本誌 15 号（2011 年）、111 頁

際、政党の（政党の違いによる）影響も視野

に入れておきたい。

イ　英国地方自治体の制度及び運用等

1990 年代以降の制度改革では、カウンティ

とディストリクトの統合による一層制と二層

制の併存、直接公選首長をはじめとした執行

部体制と議会の役割の変化と多様性が生ま

れてきている。今後の参考とするため「単

一自治体（Unitary·Authority）制度」及び

「直接公選首長と内閣制（mayor·and·cabinet·

system）」について、改革の目的とともにこ

れを導入した自治体、導入しなかった自治体、

さらに世論がどのように評価しているか調査

する。

次に、英国の自治体職員の状況等の把握に

ついてである。英国には地方公務員制度は存

在せず（以下本稿においては「公務員」は国

家公務員、いわゆる「ホワイトホール」と呼

ばれる官僚をいう。）、民間企業労働者と同じ

法制度が適用され、その 53%がパートタイ

マーという状況にある 4 一方、事務総長（Chief·

Executive、以下「CE」という。）のように

高給で雇われている専門職もある。公務員と

地方自治体職員では雇用体系・慣習が違うが、

このことが両者の関係や、国と地方との協議

に影響を及ぼしていないかも視野に入れて調

査したい。

になるのではないか。

しかし、英国と日本との間では、政党の役

割、政官の役割及び自治体の区分・権能をは

じめとした地方自治制度等の社会システム、

さらには人々の意識など政策形成における背

景が異なり、この点を無視して英国における

「国と地方との協議」の表面のみを観察して

その適否・得失を論じることは誤った理解に

終わるおそれがある。文献によって把握でき

る権限・手続等についてはともかく、その運

用実態については必ずしも充分な調査が進ん

でいるとはいえないことから、社会システム

や人々の意識にも目を配る必要があり、この

点に留意しながら中央政府と地方政府との関

係を中心に英国における地方自治制度とその

運用の実態を調査するものである 2。

2 研究計画

（ 1 ）研究項目

ア　中央政府と地方政府との関係

「国と地方との協議に関する運用実態」を

中心に調査を行う。その前提として日本と社

会システムの違い等を明らかにしておくこ

とが必要なことから、コミュニティ・地方

省（Department·for·Communities·and·Local·

Government、以下「DCLG」という。）3 の役

割と地方との関係、LGA の役割と国又は地

方自治体との関係等について調査する。その
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5· 内貴滋「『地方自治の母国』の素顔とその評価―中央集権から地方分権への道―」本号
6·· 藤田由紀子「英国の中央・地方関係―コミュニケーションの現状―」本号

（ 2 ）調査研究体制及びその手法等

ア　英国在住経験者等の協力

今回の調査は、制度や運用の表面だけでは

なく、社会システムや人々の意識等も考慮に

入れて英国在住経験のある研究者等、英国事

情に詳しい方の協力を得て進める。

まず、英国の地方行財政分野について見識

を有する学識者を本調査研究プロジェクトの

「主査」として委嘱し、調査研究全般にわた

り指導・助言いただくとともに、現地調査（後

述）にも参加いただくこととした。この主査

には、NPM（ニュー・パブリック・マネー

ジメント）等の英国の最近の改革の動きや日

本の地方自治体の財政・会計等を研究すると

ともに、自治体国際化協会ロンドン事務所勤

務の経験を持ち、英国の社会システムと日本

の地方自治の双方に造詣の深い、稲沢克祐・

関西学院大学教授にご就任いただいた。

また、部分的な調査等についても英国在住

経験のある研究者等にできるだけご協力いた

だき進めることとしている。

イ　現地でのヒアリング調査の実施

実際の運用を把握するためには当事者から

直接聴取することが必要であり、文献調査と

ともに現地で関係者に対するヒアリング調査

を実施する。

（ 3 ）調査スケジュール

ア　2011 年度の調査

今年度は事前調査の期間と位置づけ、英国

の社会システムや歴史的な経緯を押さえると

ともに、「国と地方との協議」において主要

なプレーヤーとなる各主体のおおよその役割

等を調査することとした。

まず、英国における地方自治の制度及びそ

の運用の実態における特色、歴史的な経緯や

政党政治を含めた背景を明らかにするため、

内貴滋・帝京大学教授に論文を本誌にお寄せ

いただいた 5。内貴教授は外交官として、ま

た自治体国際化協会ロンドン事務所長として

英国に長く在住され、英国事情に精通され数

多くの論文と書籍を著しておられる。

英国の地方自治体職員については、稲継裕

昭教授と池田高志氏が本誌 15 号から次号ま

で論文を連載する予定である（脚注 2 参照）。

また、稲沢克祐教授のご協力のもと”·Human·

resource·management· in·the·public·sector”

についての書籍の翻訳と、英国在住の研究者

である同書の著者、Peter·Smart 博士に異な

る地方自治体間の CE 兼務といった英国にお

ける新しい動きを調査いただきその結果を邦

訳版に収録する予定である。

昨年 12 月には自治体国際化協会のご協力

を得て英国における現地調査（ヒアリング調

査）を実施した。在外研究のため現在英国に

在住しており、英国の公務員制度について著

作もある藤田由紀子・専修大学教授にご同行

いただき調査に基づき論文 6 を執筆いただい

た。また、「日本の都市自治体における調査

研究」及びその能力に関して研究している当

センターの村井奏介研究員が、国と地方との
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7·· 村井奏介「英国における国と都市の調査研究活動について―国と地方の協議のための基礎データの収集の観点から―」本号
8· 後述。「3（2）カ」を参照のこと。

協議を行う上で重要な根拠となるデータ等の

収集・分析を英国においてはどのように行っ

ているかという点について執筆した論文 7 を

本号に収録した。

イ　2012 ～ 2013 年度の調査計画

来年度からは具体の事例を通して、国と地

方との協議の実態を明らかにしていく。

労働党政権下で行われた「国地方協議会」

（CLP。1997 年設置）8 に関する制度の目的、

構成員、協議対象範囲、開催手続、協議結果

の実効性確保手法等を、さらに、サッチャー

及びメージャー政権による自主財源の削減、

ブレア及びブラウン政権による特定補助金の

増大に対して、国地方協議会の前身組織であ

る地方財政協議会（Consultative·Council· for·

Local·Government·Finance；CCLGF。1960

年代設置）や国地方協議会ではどのような協

議が行われたのか、また、キャメロン政権に

おける地方制度改革の方向性とこれに対する

地方側の考え方や世論の評価はどのようなも

のかといった点を通して英国における国と地

方との協議の実態を明らかにしていきたい。

（ 4 ）成果の公表等

本調査研究による成果については、地方分

権改革に資するよう、全国市長会と当セン

ターで共同設置する「都市分権政策センター」

の会議で情報提供するとともに、本誌及び当

センターのホームページにて公開する予定で

ある。

3　2011 年度の英国現地調査の概要

（ 1 ）調査日程及び主要な訪問先

英国における調査は 2011 年 12 月 6 日～

16 日の間に実施した。主なヒアリング先と

対応者は次のとおりである。

・·LGA（12 月 7 日）：ヒアリング対応者·

Mr.· Ben· Kind（Publ ic· Affa irs· and·

Campaigns·Manager）

・·Society·of·Local·authority·Chief·Executives·

and·Senior·Managers（12 月 7 日 ）： ヒ

アリング対応者　Ms.·Kathryn·Rossiter

（Managing· Director）、Mr.· Graeme·

McDona l d（Di rec t o r · o f · Po l i c y · &·

Communications）、Ms.·Philippa·Mellish

（Policy·Manager）

・·Southend-on-Sea·Borough·Council·Policy·

&·Improvement（12 月 8 日、 保 守 党 地

盤の自治体）：ヒアリング対応 者　Mr.·

Tim·MacGregor（Corporate·Strategy·&·

Performance·Advisor）、Ms.· Suzanne·

Wright（Corporate·Strategy·&·Performance·

Advisor）

・·Manchester·City·Council·City·Policy·Team

（12月 9日、労働党地盤の自治体）：ヒア

リング 対 応 者　Ms.·Louise·Hope·（Policy·

Officer）

・·DCLG（12 月 12 日）：ヒアリング 対応 者·

Ms.·Andrea· J.· Lee（Deputy·Director,·

Head·of·Strategic·Analysis·Team）、Ms.·

Sue·Westcott（Team·Leader,Strategy·and·

Performance·Team· -· Localities）、Mr.·

David·Fry（Deputy·Director,· Strategic·
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9· 自治体国際化協会「ロンドンの新しい広域自治体―グレーター・ロンドン・オーソリティの創設―」CLAIR·REPORT·
195 号（2000 年）、24 頁
10· Secretary·of·State·（閣内大臣）と Minister（閣外大臣）。以下同じ。
11· この点は 1990 年代と変わっていない。横田光雄「英国における国・地方関係（上）―地方自治の母国でのし烈な争い」
自治研究 75 巻 4 号（1999 年）、10 頁
12· 横田光雄　前掲（1999 年）、10 頁
13· 内貴滋『英国行政大改革と日本―『地方自治の母国』の素顔』ぎょうせい、2009 年、214 頁。藤田由紀子前掲。

Statistics）、Mr.·Danny·Rothberg（Head·

of·David·Prout’s·Office｜Director·General·

Localism）

（ 2 ）主な調査項目とヒアリング等による調

査の概要

ア　国と地方との事実上の協議の相手

（ア）典型的な例

英国における政策形成は、まず各党の中で

議論されマニフェストとしてまとめられる段

階から始まる。次に政権党（与党）はマニフェ

ストを具体の政策にしていくが、中央政府は

まず「グリーン・ペーパー」（Green·paper）

と呼ばれる政策協議書に具体的な論点をまと

めて広く一般市民や関係機関等から意見を求

め（誰でも意見を提出できる）、集まった意

見を参考に政府は具体的な施策内容を盛り込

んだ「ホワイト・ペーパー」（White·paper）

と呼ばれる政策実施案をまとめて発表したう

えで、法案（Bill）を作成し国会に提出する 9。

国会での議論を経て法律が制定されるが、こ

の間にも修正等が行われる。

地方自治体や LGA は、この広く開かれた

過程の中でグリーン・ペーパーに対する意見

を出すとともに、中央政府と個別に接触して

働きかけをしたり、グリーンペーパーに対す

るパブリックコメントや国会での審議の段階

を通じてロビー活動を行ったりしている。

中央政府への働きかけにおいては、政治

家は政治家同士、つまり Leader（地方議員

で地方自治体の政治面での責任者）と大臣 10

が話をし、事務方は事務方同士、例えば CE

は上級公務員と意見交換を行う 11。地方自治

体職員と公務員は discussion（以下「意見交

換」という。）はするが decision は政治家同

士で行うという点については、地方自治体に

おいても DCLG においても明確にこの 2 つ

の違いを意識した説明を受けた。実態として

は、最初は地方議員から大臣に話があり、そ

こから事務方に案件が降りて公務員と地方自

治体職員との間で意見交換が始まるようであ

る。このことは地方議員の多くが政党に所

属していて国会議員（以下「MP」という。）

と活動をともにし親密な関係があることも影

響しているのではないだろうか 12。

また、この decision と discussion である

が、感覚的にはわかる気がするが実態とし

て discussion でどこまで整理されるのか、

decision とどう違うのかといったことを、具

体例を見ながら考えることが日本における国

と地方との協議の運用においても参考になる

であろう。

政官の接触禁止 13 については地方議員は

対象となっていないが、実態としては上述の

ように地方議員は大臣には話をするが公務員

に話をすることはないようである。DCLG の

ヒアリングでこの点を確認したところ、そも

そも公務員と地方議員が会って話をするとい
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14· 高島進「欧米諸国の地方自治制度　比較地方自治研究会編　第 10 回英国の地方自治制度」地方財務 563 号（2001 年）、
390-391 頁
15· LGA の Web サイト：http://www.local.gov.uk/about-politicalgroups　（2012 年 1 月 9 日アクセス）、全国市長会『海外の「全
国市長会」Ⅱ』2004 年、32 頁、内貴滋　前掲、2009 年、233 頁
16· 地方財政審議会「イギリス地方財政協議会及びフランス地方財政委員会に関する調査結果報告書」（1996 年）
17· 保守党グループの例：http://www.conservativegroup.lga.gov.uk/lga/core/page.do?pageId=10808（2012 年 1 月 9 日アク
セス）、労働党グループの例：http://www.labourgroup.lga.gov.uk/lga/core/page.do?pageId=1828919（2012 年 1 月 9 日アク
セス）

う発想そのものを持っていなかったようであ

る。このように地方議員（ここでは「地方政

治家」という方が適当か。）と（国家）公務

員との接触については日英で大きな違いが見

られた。

（イ）例外的な事例と最近の動向

マンチェスターの CE は Leader とともに

大臣とも接触しているようである。大きな都

市の CE が一般的にこのような行動をとると

いうわけではなく、マンチェスターの現 CE

は力を持っており、CE として著名で尊敬さ

れているので特別であるとの考えもあるよう

であり（自治体国際化協会ロンドン事務所で

聴取）、この点については更に確認が必要で

ある。

また、LGA のヒアリングにおいては、地

方税のように専門家が少なく、その専門家に

は政治家はいない場合にはdecisionの場に地

方税が分かる専門家が同席するとの話があっ

た。

イ　LGA の組織及び活動等

（ア）組織・予算等

LGA は 1997 年 4 月に、イングランド及び

ウェールズの地方自治体がカウンティ協議

会、ディストリクト協議会、大都市圏自治体

協議会と、地方自治体の種類ごとにあった全

国組織を統合して発足したものである 14。

LGA では役職は各地方自治体の Leader が

選挙で選ばれて決まる。また、政党ごとにグ

ループを形成し（保守党、労働党、自由民主

党、独立の 4 グループ）、まずそれぞれのグ

ループ内で意見を取りまとめた後、グループ

間で意見調整を行っているようである 15。こ

のような方式は LGA に統合される前の全国

カウンティ協会や全国ディストリクト協会な

どの運営と変わっていないようである 16。グ

ループの役員については、保守党グループで

は County、District、Borough、Unitary 等

の区分ごとに役員を選んでいるようであり、

また労働党グループでは地域ごとに役員を選

んでいるようである 17。

事務職員は CE をトップに約 270 名いて、

そのうち地方自治体からの出向者が 1 名、中

央政府からの出向者が 1 名いる。地方自治体

の出向者に係る費用は、LGA から当該地方

自治体に支払っている。

政治グル―プ別にそれぞれ 4 名の政治的サ

ポートスタッフを抱えている。このほか 50

～ 60 名のコミュニケーション・グループ（こ

のうち多くが Web 制作の担当者であり、他

にメディア対応チームの 7 名等がいる。）の

中からコアグループとして 10 ～ 15 名が各グ

ループ間での調整案を作成したり、ロビー活

動に携わったりしている。このグループのス

タッフの採用では特に政党に属していること

等は条件としていないが、国会に強いつなが
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18· http://www.local.gov.uk/senior-staff-remuneration·（2012 年 1 月 9 日アクセス）
19· この点も 1990 年代と変わっていない。横田光雄　前掲（1999 年）、10 頁

りを持っていることが仕事の性質上重要であ

る。各グループの Leader などもスタッフの

政治的な背景を理解して使っているようであ

る。

LGA の職員の在籍期間は概して短くサ

ポートスタッフは 2 ～ 3 年、ロビーイングは

3 ～ 4 年、スペシャリストとして知識を磨き

上げる必要があるポリシーチームは 8 年程度

とのことである。なお、ポリシーチームは中

立的に政策の分析等に携わることが求められ

ることから政治的な行動をとるべきではない

と考えられているようである。

次に予算であるが、45%を中央政府からの

資金に頼っているとのことで、昨今の緊縮財

政の影響を受け、仕事の仕方の見直しなど業

務の効率化を図ることにより削減に対応しよ

うとしている。なお、中央政府からの資金は

地方議員や地方自治体職員の研修などの特定

の活動のみに充てる方針である。

（イ）活動

LGA における地方自治体の意見集約につ

いては、前述のとおり政治グループごとに集

約しグループ間で調整をするようである。各

地方自治体の Leader は多くが政党に属して

いることから各政党で党員として主要な地位

を占め、党の政策形成に強い影響力を持って

いる者もいて、LGA としての考え方を各政

党の政策形成の過程で反映させるよう行動し

ているとのことである。

LGA と自らの所属する政党の方針等と

整合性が取れない場合の対応については、

LGA の方針に従った行動をとるとの回答で

あった。

LGA の会長は、現在は毎週水曜日の午前

中に内務大臣と定期的なミーティングを持っ

ている。また、5 人の大臣と 2 ～ 3 日に 1 回

会合を持ち、その場では 1、2 のテーマに限

定して意見交換を行うのが通例である。

LGA の 現 会 長 は Royal·Borough·of·

Kensington·&·Chelsea の Leader でもあり、

このように LGA の職務が忙しいと地元自治

体の Leader としての職務に問題がないか、

また地方議員の報酬は極めて少ないと聞いて

いるが地方議員の仕事と LGA の仕事でほぼ

すべての時間がつぶれると自らの生計を維持

することは困難ではないかと聞いたところ、

LGA と Chelsea の Leader としての仕事は概

ね半々、LGA からは会長としての報酬を支

払っており、その額は Web 上で公開してい

るとのことであった 18。

政治レベルでの中央政府とのコミュニケー

ションのほか、LGA の CE 以下の事務方は

公務員とかなり頻繁にミーティングを持ち、

意見交換をしているとのことである（LGA、

DCLG の双方から聴取）19。

中央政府のグリーン・ペーパー等への対応

については、事務方で検討のうえ、Leader

等の承認を得て意見等を提出する。その際、

事務方としては 4 つのグループの合意が得ら

れやすい案を作成するよう努力している。な

お、トップレベルでの会合では 2 ～ 3 時間の

うちに決断する必要があることがあり、この

ような場合は特に多数を占める政治グループ
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20· 内貴滋　前掲、2009 年、247-284 頁
21· DCLG のホームページ　http://www.communities.gov.uk/corporate/about/who/board/davidprout/（2012 年 1 月 17 日ア
クセス）
22· 内貴滋　本号
23· アンドリュー・スティーブンズ著、石見豊訳『英国の地方自治―歴史・制度・施策』芦書房、2011 年、113 頁

の影響力が強くなるようである。

LGA は中央政府に対して強い影響力を有

しているが、その要因としては、LGA の役

員は政治的な基盤が安定しており長く務める

人が多く、一方で大臣は頻繁に交代するため

であろうとの考えが示された。

また、これからの活躍が期待される地方議

員をターゲットにして明日のリーダーシップ

を担うことができるようスキルを教えると

いった人材育成にも中央政府の支援を受けな

がら LGA として取り組んでいるとのことで

あった。

ウ　DCLG における地方自治体への対応

今までは地方自治体の業務等に対して多く

のベンチマークを設定し、大量のデータを地

方自治体から提出させるなどして収集し、地

方自治体のパフォーマンスを評価し厳しく監

視する役割を担っていた 20。

政権交代後、現与党が提唱する Localism

の考えの下、この役割に変化が起きている。

既に地方自治体では多くのベンチマークを設

定し独自にデータを集めて評価をしているこ

とから、中央政府としてはこの役割（監視役）

をやめて地方自治体に任せ、中央政府の役割

は地方自治体からの話を聞き相談に応じたり

地方自治体に情報公開を進めるように促した

りする「支援」（helping、今までは「指示」）

にシフトしてきており、仕事の内容が全く変

わったとのことであった。

DCLG と地方自治体との人的なネットワー

クについては、マンチェスターやニューカッ

スルなどの比較的大きな地方自治体とは人的

ネットワークを有していてその団体の様子が

おおよそわかるが、規模の小さな地方自治体

については情報がほとんど入ってこないため

状況が把握できていないとのことである。

昨年 11 月に DCLG の事務次官に地方自治

体勤務経験者が就いたということは本号の

内貴論文で指摘しているが、9 月に DCLG

の Localism·Group の Director-General（ 責 任

者）に就いたDavid·Prout 氏はRoyal·Borough·

of·Kensington·and·Chelsea·においてExecutive·

Director·for·Planning·and·Borough·Development

を務めた経歴がある（DCLG の Director·of·

Local·Government·Policyを務めた後）21。

このような象徴的ともいえる例が出てきて

いるが、中央政府には地方自治体での勤務を

経験した者の数はまだ極めて少ないようであ

る 22。複数の地方自治体関係者からこの点に

ついて中央政府内に地方自治体の業務が分か

る者がほとんどおらず、中央政府の政策に現

場の実情や考えが反映されにくいと考えてい

るという意見を聞いた。

また、英国の公務員は各省を垣根なく異動

するが、日本のように省庁ごとの採用ではな

いのでその分野のプロフェッショナルという

ような意識は少ないのではないかと感じたと

ころであり、この点が地方自治体との人事交

流が少ないことや、地方自治担当省の今まで

の考え方が地方自治体の「振興」より「規制」

に軸足を置いている 23 と感じた原因の一つで
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24· 内貴滋　前掲、2009 年、226 頁

はないかと考えたがこれは推測の域をでない。

エ　地方自治体から見た LGA と DCLG

今回ヒアリングした、Southend-on-Sea·

Borough·Council は人口 160,256 人で保守党

が地盤としている地域の地方自治体である。

Manchester·City·Council は 165,300 人（ い

ずれも 2001·Census·key·population·statistics

による）で労働党が地盤としている地域の

地方自治体である。この 2 団体におけるグ

リーン・ペーパー等への対応は、事務職員が

分析し案を作成して Leader 等の判断を仰い

で行っている。中央政府からの Consultation

は数が多くすべてのものに意見等を出すわけ

ではないようである。

両団体とも LGA の活動にも参加している

ようであるが、Manchester の担当者による

と LGA には小さな団体も入っていてあまり

意見があわないこともあって現在は LGA で

の活動にあまり関与していないようである。

なお、両団体におけるヒアリングから受け

た印象では、政治家同士のチャンネルについ

ては与党が支持基盤としている地域の地方自

治体の方が大臣等へのアプローチがしやすい

ようである。

個別の自治体の中央政府に対する働きかけ

は、Leader、Sub-Leader は大臣や MP に対

して、CE 以下の事務方は通常上級公務員等

を相手に意見交換を行うようである。意見交

換は E-mail や Web サイトを活用して行われ

ることも多いようである。DCLG におけるヒ

アリングでは、意見交換において誰が対応す

るかは議論の対象となっている事案を誰が担

当しているかによるものであり、相手の役職

の高低に合わせて変えているわけではないと

の説明があったが、地方自治体側では事案に

もよるがお互いの地位によりおおよそどのレ

ベルの人と話をするかというルールがあると

認識しているようであった。

また、中央政府に働きかけるには「根拠」

（evidence）が重要であり、そのためのデー

タ収集及び分析に客観性を持たせ、信頼度を

あげるため外部に委託して行うことがあると

例を示して説明いただいた。

オ　SOLACE 

（ア）組織

“SOLACE”とは、“Society·of·Local·Authority·

Chief·Executive·and·Senior·Manager”（全国地

方自治体事務総長・上級職員協会）の略称で

あり、地方自治体の CE や上級職員のための

専門機関である 24。会員に対する情報提供や

セミナーの実施、年 1 回の全国会議や要人ゲ

ストを迎えて開催される年 1 回の会食などの

事業を行っている。

現在の会員数は、約 350 名の地方自治体の

CE の 90%以上、他の公共機関の CE40 名ほ

ど、さらに上級地方自治体職員が 800 名以上

である。最近は、中央政府から地方自治体へ

の財政移転が絞られ、従前は地方自治体が負

担していた SOLACE の会費の支出をやめた

り、異なる団体間での CE の兼務等により減

少している会員の確保が課題の一つになって

いる。
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25· アンドリュー・スティーブンズ　前掲、2011 年、111 頁

また、CE の報酬の適正化（高額すぎると

いう批判）がここ数年議論となっていて、そ

の対応に追われていたようであり、CE の報

酬カットの影響で上級管理職への志願者が減

少しているとのことであった。

（イ）活動

SOLACE は会員に対するサービスのほか、

LGA と緊密に連携して中央政府の政策への

対応等を行っている。その際の SOLACE の

スタンスとしては、中央政府の政策が正し

いかどうかは政治家や LGA が考えることで

SOLACE はこの点を問わないとしている。

SOLACE は「効果的に実行でき、望ましい

結果を招く政策になるよう、現場に持ち込み

どの政策がうまくいくか、どの政策を変更す

べきか」という点から意見を述べる。

SOLACE のスタッフは極めて少人数（数

名）であるため、会員によるネットワークを

活用して作業グループを形成し意見をまとめ

ている。

地方自治体の CE 等幹部職員はかなり忙し

いことから、すべての分野について意見を述

べたりする余裕はなく、自らの勤務団体を取

り巻く状況等に応じて作業グループに参加し

ている。したがって、このような活動に全く

参加しない会員もいれば、今まで積極的に参

加していた会員がそのテーマが終わったら急

に SOLACE の活動に参加しなくなるような

ケースもよくあるようである。

作業グループでなかなか意見の集約ができ

ない場合などには、SOLACE の職員が課題

の整理、対応案のたたき台を作成したり、会

員の議論を誘導して案をまとめたりするケー

スもあるとのことであった。

SOLACE の中央政府の政策等に対する具

体的な働きかけの場面としては、グリーン・

ペーパーに対して意見を述べるほか、緊密に

連携して活動している LGA と意見交換を行

うとともに、LGA と一緒に中央政府との会

議に参加したり、四半期ごとに DCLG の上

級職員と会合を開き議論を行うほか、年 2 回

半日かけて行われる事務次官と事務総長の会

合では、検討中の政策、その中でも複数官庁

にまたがる政策を話し合うものとされてい

る。

カ　政権交代の影響

“Central-Local·Partnership”は、当時の副

首相と LGA 会長との間で、中央政府が半年

ごとにサミットを開催すること、LGA に政

府の政策に関する協議権を与えることを約束

することを内容とする文書を取り交わして設

置されたものである 25 が、この枠組みは政

権交代によりなくなっていた。

また、LGA のヒアリングにおいては、政

権交代前は与党の労働党に対して、保守党と

自由民主党という野党が 2 つあり、国会での

質問等はどちらかが取り上げてくれることが

多かったが、現在では野党は労働党 1 つであ

り、労働党の意向に合う形で話をしないと取

り上げてもらえないため苦労しているとの話

があった。
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26· 英国国会ホームページ http://services.parliament.uk/bills/2010-11/localism.html（2012 年 1 月 10 日アクセス）
· また、大塚大輔「英国『地域主権法』の概要」地方自治 771 号（2012 年）、65-77 頁で詳細な解説がされている。
27· 自治体国際化協会「海外事情最新レポート―英国における政府歳出削減と自治体の工夫―」（2011 年）、http://www.clair.
or.jp/j/forum/c_mailmagazine/201102/2-3.pdf（2012 年 1 月 10 日アクセス）
28· 兼村高文「英国（イングランド）の財政調整制度について」自治体国際化協会「比較地方自治シリーズ」（2007 年）
http://www.clair.or.jp/j/forum/series/pdf/h18-7.pdf（2012 年 1 月 11 日アクセス）

（ 3 ）その他―英国における地方行財政をめ

ぐる動き―

この節についてはヒアリング内容に加え、

現地の英国地方行政の研究者との意見交換に

より得た情報に基づき感じたことも記した

い。

ア　Localism

地方自治体と近隣組織（neighborhood）に

権限をより与える動きが現政権下で進められ

ており、昨年 11 月 15 日には法案（Localism·

Bill·2010-11）が成立した 26。また、DCLG の

ヒアリングにおいても中央政府の意識は変化

し、監視から支援に役割が変わったとのこと

である（前述）。その一方で、今後 4 年間で

27%中央政府から地方自治体への財政移転を

削減することとなっており 27、地方自治体の

現場では権限が増えているという実感はない

とのことである。英国の地方自治体の歳入予

算のうち税（カウンシル税）が占める割合

は 22.3%、他方、中央政府からの主な財政移

転である特定補助金（57.9%）と警察補助金

（3.9%）を合わせると 60%を超えており 28、

この削減がいかに地方自治体に厳しいものか

理解されよう。ヒアリングに伺った両団体

やLGAでも職員の整理合理化を進めており、

またその影響は SOLACE でも見られる。

権限は移譲されても財源は大きく減ってい

くので何をやめるか、つまり「切る自由」が

地方自治体に任されているように見受けられ

る。実際に図書館を閉鎖したことに対し、そ

の「個別の判断」をした地方自治体に抗議が

行われたりしているとのことである。

確かに国において一方的に地方自治体が

担っているサービスを切られることは自治の

観点から問題であるが、「権限」が増やされ

れば何か今までできなかったことができるよ

うになる、つまり行政サービスの追加がイ

メージされると思うが、今まで国にベンチ

マークを設定されてパフォーマンスを評価さ

れやめることもできなかったことが、財政難

の中でやめることができるように権限が拡大

されたということであろうか。このためか、

地方自治体関係者からは権限が拡大されたと

は感じていないとの声があるのであろう。緊

縮財政の中で事業を切る判断について誰が

説明責任を果たすことになるかというのが

Localism のポイントに見えるのは穿った見

方であろうか。

イ　地方自治体への信頼等

英国では一般に住民の地方自治体に対する

信頼は低いという見方を聞いた。地方自治体

の事務が限定されていたり、これまでこと細

かく地方自治体の業務について目標を設定し

評価し、不十分なところには介入するという

システムがとられた（ある意味で国民の合意

があった）点にも表れているのかもしれない。

おもしろい指摘を紹介すると、英国では住

所を示すのに日本でいう「郵便番号」を記入
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29· 内貴滋　前掲、2009 年、215 頁
30· 詳しくは、竹下譲監修・著「よくわかる·世界の地方自治制度」イマジン出版、2008 年、67 頁に記載されている。

するようである。これでほぼ向こう三軒両隣

程度の精度で場所が特定されるとのことであ

る（筆者も滞在中にコンサートの前売りチ

ケットを購入するときに本人確認のためか住

所ではなく postcode を聞かれた）。このため

○○ borough などの居住自治体を書く機会

が少なく、どの地方自治体に自分が住んでい

るかということを意識することが日本と比較

して少ないのではないかとの話である。

また、地方議員はもとより誰が Leader か

ということもほとんどの住民が知らないので

はないかとの指摘もあった。このようなこと

が地方自治体は住民を代表していない（住民

の意思を反映していない）との中央政府の見

方につながり、それが Localism の文脈中で

neighborhood を重視し地方自治体の意思決

定に巻き込むとともに neighborhood に権限

を渡そうとする動きに現れているように見え

る。

消防職員、教師や医師などの目に見える（人

の役になっていることが分かりやすい）仕事

は尊敬されるが、地方自治体のデスクワーク

は何をしているかわからず、住民からはあま

り尊敬されていないとの話もあった。この点

についてはホワイトホールも同じと思われる

が。

ウ　公務員と地方自治体職員

英国では Civil·Servant は女王陛下の大権

事項に属する（国家）公務員だけを指し 29、

この Civil·Servant はオックスブリッジの卒

業生が就職する、長期の雇用形態にあるエ

リートである。一方、地方自治体職員は、民

間の労働法制に従う全く異なるものと意識さ

れているようである。CE に対する報酬の適

正化の議論もこのようなことが背景にあるの

ではないかといった指摘もあった。

Localism により中央政府の仕事の中身や

進め方も大きな変化を来しているが、公務員

の意識の底まで変化するには時間がかかるの

ではないかと思われる。

なお、地方自治体内の話であるが、通常幹

部以外は Leader と直接話をすることはない

ようである。マンチェスターでのヒアリング

に対応いただいた方は Leader が参加してい

る国際会議の担当であったこともあり、直接

話をすることができるということであったが

このようなケースは少ないようである。

エ 　Grater London Authority（ 以 下

「GLA」という。）に次ぐ大都市群の動き

と経済的発展への希望

今回の訪問では、GLA で議会を傍聴する

機会を得た。市長一人を U 字型に囲むよう

な机の配置になって議員が市長一人に対して

質問を浴びせかけていくのであるが、市長は

悠々と答弁していた。公選市長と議会とのや

り取りであるが日本の市議会等とはかなり運

営が異なる 30。

英国では GLA が他の広域自治体と規模・

制度等が大きく異なっている。また、メト

ロポリタン・ディストリクト等の大都市は

通常の borough や city と制度や権限は同じ

であるようであるが、最近は GLA に次ぐ 8

都市とガバナンス17号.indb			67 2012/03/09			19:21:00

 
Copyright 2012 The Authors. Copyright 2012 Japan Center for Cities. All Rights Reserved.



都市とガバナンス Vol.17

基礎自治体・広域自治体・国のあり方　～英国における地方行財政制度～

68

31· Core·Cities のホームページ http://www.corecities.com/（2012 年 1 月 10 日アクセス）
32· 内閣府副首相ホームページ http://www.dpm.cabinetoffice.gov.uk/news/do-it-your-way-deputy-prime-minister-launches-
new-city-deals（2012 年 1 月 10 日アクセス）
33· 山下茂　前掲、2010 年、94 頁

つ の 都 市（Birmingham、Bristol、Leeds、

Liverpool、Manchester、Newcast le、

Nottingham、Sheffield）が特に経済的な成

長を目的に Core·Cities として連携して権限

の拡大や中央政府からの資金獲得のために

活動している 31。それぞれの考えを持ち寄っ

て Core·Cities としての意見をまとめ、それ

ぞれの団体が中央政府に対して働きかけると

きに活用しているようである（日本のように

一緒に要望活動のために関係先を回ることは

ないとのこと）。Core·Cities の事務所はマン

チェスターにおかれ、Director·1 名と政策担

当者 1 名の 2 名の職員を配置している。

ちょうどマンチェスターを我々が訪問する

前日（12 月 8 日）に Nick·Clegg 副首相が大

都市に対して経済発展ができるように権限を

もっと与え、ホワイトホールの制御から自由

にする方針“City·Deals”（都市政策）32 を示

したところであり、同市の担当者から 12 月

9 日のヒアリングの際にこのことを直ちに紹

介された。また、中央政府は内閣府に Core·

Cities に対応する担当者を置いているとのこ

とである（いずれは全地方自治体に対応でき

るように体制を整える見通し）。マンチェス

ター市の要望としては GLA について権限配

分等の特例ができたらそのまま Core·Cities

に適用されるよう立法措置をとってほしいと

の要望を出しているとのことで、大変力を入

れて政府に働きかけているようである。

も う 一 つ の ヒ ア リ ン グ 先 で あ っ た

Southend-on-Sea·Borough·Council は、この

ような大都市ではないが、経済的発展に対す

る意識が強いことがヒアリングで感じられた

が、このような意識は他の自治体でも共通し

ているのか、City·Deals の取組みは今後対象

の地方自治体を広げる意向を副首相は示して

いるが、中央政府からの規制緩和（地方自治

体への分権）は経済成長の促進という目的も

強いのかといった点については今後調査が必

要であろう。

オ　二層制における特徴

英国においては地方自治体の権限は個別

法によって授権され、その権限を超えると

“ultra·vires·doctrine”（越権行為の法理）に

より、違法・無効となる 33。カウンティ（日

本の府県）とディストリクト（日本の市町村）

では権限が全く重ならないように定められて

おり、日本のようにカウンティには広域団体

だからとディストリクトに対する広域的な調

整や指導・助言等の事務が配分されているわ

けではなく、カウンティがディストリクトの

行政に関与することはまずない。

ロンドンでは日本のように住民を正確に把

握できる登録制度ないため学齢期の子供の数

が予想できず、教育施設が不足して多くの児

童が待機さされたまま放置されているという

話を聞き、GLA はそのような事態に対して

手を打たないのか現地の地方自治研究者に聞

いたところ、学校教育は Borough の権限で

GLA は何もできないとのことであった。こ

のことから団体の種類が異なると関心は全く
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異なり、LGA での意見集約の際の対立軸に

はならないのではないかとも感じたところで

ある。

4 終わりに

本ノートでは噂話を含め現地で見聞してき

たこと、さらにこれらに触れて感じたことや

私の推測を書き記したものであり、調査研究

のレベルには達していないとお叱りを受ける

ことと思う。

これらの点については、本調査研究が今年

度から 3 か年程度かけて行うものであり、貴

重な機会をいただき現地で見聞したことなの

で今後の調査のヒントになればと考えて記述

した次第である。繰り返しになるが今後の調

査の充実のため誤りを含めご意見をお寄せい

ただきたい。

第 1 章の目的で述べたが、日英の地方自治

制度の枠組みは大きく違い、人々の意識も異

なり、今まで積み重ねてきた歴史も違うこと

を今回の調査で大いに感じたところであり、

制度の表面のみ見ても日本の制度との比較は

できないと改めて考えたところである。その

一方で、様々な点で同じような社会問題を日

英とも抱えているという共通点もあり、英国

の制度と運用を社会・政治システム、さらに

人々の意識などの背景を考慮に入れて調査す

ることは日本にとっても大変有意義であると

感じたところである。本号に掲載された内貴

論文では、このあたりについてもしっかり言

及いただいており、当センターとしてはこれ

らのことを押えて更に調査研究を進めていき

たい。

また、本年度の事前調査を通じて、当方が

ヒアリング希望する相手に忙しい中で応じて

いただくため、またヒアリングで有意義な情

報を引き出し意義ある意見交換を行うために

は、当方の問題意識を相手に正確に理解して

いただく必要があり、そのためには日本の制

度やその運用の実態についての情報を提供す

ることが重要であることが分かった。そこで、

日本の自治制度及びその運用、特に国と地方

の協議をめぐる動き等については、ヒアリン

グ相手に提供できるように今後翻訳を進めて

おく必要がある。また、ヒアリング相手から

も調査結果を知りたいという強い要望をいた

だいた。今後の調査に応じていただくために

も関係の論文を英訳し HP 上で公開するなど

の対応が必要と考えている。

最後にご多忙な中ヒアリングにご対応いた

だき懇切丁寧にご教示いただいた英国の地方

自治関係の皆様、ヒアリングのアポイントを

含め多大なサポートをいただいた自治体国際

化協会、特にロンドン事務所の皆様、現地の

調査にご同行いただいた藤田由紀子教授、調

査研究全般にわたってご指導いただいている

稲沢克祐教授、貴重な情報を提供いただき議

論にお付き合いいただいた現地の英国地方自

治の研究者の方、自らの研究が忙しい中、今

回の調査に万全の準備を整えていただいた当

研究室の村井奏介研究員に心から謝意を表し

てこの拙稿を締めくくりたい。

（日本都市センター研究室　宮田　昌一）
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